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大きく変わる日本の空 産業の成 長・発展につながる政策実現を！
コロナ禍が明けて以降、訪日需要が急増しています。その中で今後、国内の各空
港では、発着枠の拡大を伴う整備が急速に進んでいきます。航空関連産業に携わ

るあらゆる人材の確保を着実に図るとともに、大きなチャンスを確実に捉え、産業
全体のさらなる成長・発展につなげていく観点の政策実現が極めて重要となります。

✈ 働く人が、いつも笑顔でいきいきと、長く楽しく仕事ができる空港 

✈ 技術が人の力を徹底してサポートする、事故ゼロで安心して働ける空港

✈ 外国人が自身の技能を最大限発揮し、職場の仲間が研鑽し合える空港

✈ 事業者が利用客視点に基づき、高いレベルで協力・連携する空港

✈ 利用客が不便なくアクセスし、ストレスフリーに往来する空港 

✈ 地域に愛され、新しい魅力を探しに住民が行きたくなる空港

✈ 地震や災害の時でも安全が守られ、対策の拠点として価値発揮する空港

✈ SAFが安定供給され、かつクリーンエネルギーで安定稼働している空港

●2025年 大阪・関西万博

●2025年 空港内自動運転レベル４相当導入（羽田・成田貨物搬送）

●2025年 航空整備士資格制度順次見直し

●2025年 国内管制空域上下分離完了

●2025年 廃食油による国産SAF量産化

●2026年度～ 新たな観光立国推進基本計画

●2026年度末 炭素税の航空燃料
　　　　　　   賦課金還付措置終了

●2027年度末 航燃税減免措置終了

●2027年度末 EASLLP活動期間終了

●～2028年 特定技能制度  　　
受入人数 4,400人

　　　　　　 （グラハン＋整備）

●2030年 大阪IR開業 ●～2031年 空港コンセッション
　　　　　  10件具体化目標

●2030年代中盤 北海道新幹線　
函館−札幌開通

●2034年以降 リニアモーターカー
　　　　　　　東京−名古屋開通

●合成燃料による
SAF量産化

●2040年 空港整備勘定
　　　　　借入金償還期限
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●航空機燃料税の廃止、空港整備勘定の見直し着手

●航空保安に関する責任主体・費用負担のあり方見直し

●カーフュー（運用時間制限）の見直し

●SAF国産化推進・サプライチェーンの構築

●空港の防災・復　興拠点体制強化、事故発生時対応強化

●制限区域内事故　の予防策強化

●無断撮影抑止、　カスハラ対策強化

●特定技能人材の　受け入れ策強化

人材確保×技術   
革新×規制緩和による

「圧倒的な生産性向上」

目指す
政策実現

●整備士資格制度の運用改善、空港人材・観光人材確保　策の強化

●手荷物業務DX・自動運転技術の導入推進　

●地方自治体における空港政策の充実

●協業領域の拡大、適正取引の推進

 ＜あるべき近未来の空港像（例）＞

国内人口減少（2024年 1.23億人　→　2030年 1.20億人　→　2040年 1.12億人）

自然災害リスク（台風・水害・南海トラフ・火山噴火など）、経済　変動リスク（不況・燃油・為替など）、新たな感染症流行リスク

2030年代　AAM（Advanced Air Mobility＝空飛ぶクルマ）市場の急速な拡大

2020年代後半～ 電動航空機　2030年代～ 水素航空機の運用開始

2030年～2035年　羽田空港・関西空港アクセス改善

CORSIA フェーズ３（2036年～2050年）

2024年　→　国内空域における航空交通量が1.5倍に （CARATS推進）　→　2040年

各空港の老朽化対策・耐震性強化・護岸整備工事の着実な実施

CORSIA フェーズ２（2024年～2035年）CO2排出量＝2019年×85%

2030年代後半～　中部空港
3本目滑走路

（発着枠＋50%）

2030年代前半　関西空港
飛行経路見直し

（発着枠+30%）

2029年 成田空港
拡張

（発着枠＋47%）

2028年 中部空港
2本目滑走路

（発着枠＋20%）

2027年 北九州空港
滑走路延長

（大型機可能に）

2025年 福岡空港
2本目滑走路

（発着枠＋20%）

2030年 神戸空港
国際化

（発着枠＋50%）

2025年（令和７年） 2040年代2030年代2026年（令和８年）～ 2030年（令和12年）

SAF混合率10%義務化
（国内空港・国際線） 航空業界

カーボンニュートラル
達成国内空港脱炭素▲46%

（2013年度比）

3,500万人
（2024年見通し）

6,000万人
（2030年政府目標）

6,000万人＋α


